
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：23－002） 

 

１ マーシャル諸島は、西太平洋における違法操業を特定するため、ニュージ

ーランドの会社が開発した海洋状況把握プラットフォームを利用している。マ

ーシャル諸島海洋資源局（MIMRA）の漁業監視官が同プラットフォームから収

集した情報により、韓国のマグロ運搬船サンフラワー7 がキリバスで違法操業

を行った疑いがあるとして、タイは先月、同船の 700 万ドルの貨物荷降ろしを

拒否した。タイは世界全体の 25パーセントを占める最大のマグロ缶詰生産国で

あり、世界市場価格を左右する国の一つであるため、荷降ろしを拒否すること

は甚大な影響をもたらす。 

ミクロネシア連邦のポンペイに本部を置く中西部太平洋まぐろ類委員会

(WCPFC）へのタイからの公式書簡によると、サンフラワー7 の航跡は、同船が

WCPFC の管轄区域かつキリバスの排他的経済水域において違法な集魚装置（FAD）

を使用し操業した可能性があるとしている。この書簡は 3 月 23 日、すべての

WCPFCメンバー、協力者、オブザーバーに通知された。 

原文 

（4th April 2023, Radio NZ） 

 

２ 世界銀行は北太平洋の開発支援のため、新たな常設事務所をミクロネシア

連邦のポンペイに開設した。世界銀行が資金提供するミクロネシア連邦、マー

シャル諸島、パラオでの約 5 億ドルのプログラムの実行を支援する。世界銀行

によると、2016年以来、3国でのプロジェクト数は 3倍に、国際開発協会（IDA）

からの助成金は 6 倍に増加した。また国際金融機関からの北太平洋への融資は

2016 年の 7700 万ドルから 2023 年には、情報通信接続性、気候変動対応インフ

ラ、海洋プロジェクト、教育、健康、小児栄養分野を含めた 4億 8600万ドルに

増えた。北太平洋事務所の初代代表であるデジ・ヤング氏は、この地域と太平

洋全体での我々の取組において、より多くの北太平洋のナレッジ、文化、包摂

の精神を取り込んでいきたいと述べた。 

原文 

（3rd April 2023, Radio NZ） 

原文 

（7th April 2023, The Marshall Islands Journal） 

 

３ ニューカレドニアは、フランス海軍が今後 2 年間で新たに配備する 6 隻の

巡視船のうち、最初の 1 隻を受け取った。フランス海軍はニューカレドニア、

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/487307/fisheries-surveillance-ramps-up-in-marshall-islands
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/487071/world-bank-opens-new-north-pacific-office


フランス領ポリネシア、インド洋のレユニオンにそれぞれ 2 隻ずつ巡視船を配

備することを計画している。ピエール・ヴァンディエ司令官は、これら投資は

地政学的な展開の著しい地域に関する大統領戦略によるものであると説明した。 

原文 

（5th April 2023, Radio NZ） 

 

４ マーシャル諸島海上警察の最新巡視船は命名コンテストを経て「ジェルマ

エ」と名付けられた。「ジェルマエ」はオーストラリアが寄贈したガーディア

ン級巡視船で、来年 9 月までにマーシャル諸島に到着する。オーストラリアは

太平洋海事安全保障プログラムのもと、合計 21隻のガーディアン級巡視船を太

平洋島嶼国に寄贈している。内訳は、パプアニューギニアに 4 隻、フィジー、

ミクロネシア連邦、トンガにそれぞれ 3 隻、ソロモン諸島に 2 隻、キリバス、

マーシャル諸島、パラオ、サモア、ツバル、バヌアツにそれぞれ 1隻である。 

原文 

（7th April 2023, The Marshall Islands Journal） 

  

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/487393/pacific-news-in-brief-for-april-5


 

 

 

 

        



 

 

 


